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1
相模原市情報通信技術を活用した行
政の推進に関する条例

市長公室　DX推進課
平成１７年６月３０日
条例第２４号

令和4年3月28日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

2 相模原市産業集積促進条例
環境経済局　経済部　創
業支援・企業誘致推進
課

平成１７年９月３０日
条例第５６号

令和7年3月26日 ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
要
検
討

リニア駅周辺まちづくりの進捗状況
や、国内産業・経済を取り巻く環境の
変化を踏まえ、より柔軟かつ適正な制
度の検討が必要

□改正
■検討
□改正不要

令和９年３月までに条例の改正等につ
いて検討する。

3 相模原市産業集積促進基金条例
環境経済局　経済部　創
業支援・企業誘致推進
課

平成１７年９月３０日
条例第５７号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

4 相模原市街づくり活動推進条例
都市建設局　まちづくり
推進部　都市計画課

平成１７年９月３０日
条例第５８号

令和3年12月20日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○
要
検
討

第１６条の規定について整理が必要
■改正
□検討
□改正不要

令和８年３月までに改正する。

5 相模原市開発事業基準条例
都市建設局　まちづくり
推進部　開発調整課

平成１７年９月３０日
条例第５９号

令和6年12月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ×
非
該
当

○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○
要
検
討

第６条、第１２条、第１５条及び第１６
条の規定について現行の事務運用の
見直しを踏まえた整理の検討が必要

□改正
■検討
□改正不要

事務運用の在り方を踏まえた規定の整
理について検討する。

6
津久井町及び相模湖町の編入に伴う
相模原市市税条例の適用の経過措
置及び特例に関する条例

財政局　税制・債権対策
課

平成１７年１２月２１日
条例第８８号

無し ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

7
相模原市立津久井地域福祉センター
条例

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　津久井高
齢・障害者相談課

平成１７年１２月２１日
条例第９２号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

8
相模原市立さがみ湖リフレッシュセン
ター条例

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　津久井高
齢・障害者相談課

平成１７年１２月２１日
条例第９３号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

9 相模原市立児童保育園条例
こども・若者未来局　保
育課

平成１７年１２月２１日
条例第９９号

令和2年3月16日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

10
相模原市立津久井障害者地域活動
支援センター条例

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者福祉課

平成１７年１２月２１日
条例第１０２号

平成30年3月16日 ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年３月末に相模原市立津久井
障害者地域活動支援センターを廃止
予定

■廃止
□検討
□改正不要

令和７年相模原市条例第３５号で令和８
年３月末をもって廃止予定である。

11 相模原市立地域センター条例
緑区役所　津久井まちづ
くりセンター

平成１７年１２月２１日
条例第１１１号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

12
津久井町及び相模湖町の編入に伴う
相模原市国民健康保険条例の適用
の経過措置及び特例に関する条例

健康福祉局　生活福祉
部　国保年金課

平成１７年１２月２１日
条例第１１６号

無し ○ ○ × ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

13 相模原市国民健康保険診療所条例
健康福祉局　保健衛生
部　医療政策課

平成１７年１２月２１日
条例第１１７号

令和7年3月26日 ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
要
検
討

国民健康保険診療所の再編に伴い、
内郷診療所の開所日、藤野診療所の
所在地及び日連診療所に係る規定を
改正予定

■改正
□検討
□改正不要

国民健康保険診療所の再編に合わせ、
令和８年９月までに内郷診療所の開所
日、令和９年９月までに藤野診療所の所
在地及び日連診療所に係る規定を改正
する予定である。

14 相模原市立緑の休暇村センター条例 緑区役所　地域振興課
平成１７年１２月２１日
条例第１２０号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

15
相模原市立青根緑の休暇村いやし
の湯条例

緑区役所　地域振興課
平成１７年１２月２１日
条例第１２１号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

16 相模原市立相模湖記念館条例 緑区役所　区政策課
平成１７年１２月２１日
条例第１２２号

平成27年3月23日 ○ ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

条例等見直し結果一覧【条例】(第１１次分)
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所管部署

（4）協働
性

（２）有効性

「既存条例等の見直し」に基づく適時性の確認

（6）適法
性

適
時
性

（３）効率
性

（5）適合性

No 例規名

（１）必要性

制定年月日
条例番号

見直し結果

対応区分理由、その他意見等
最終改正日

対応内容

17 相模原市立小原の郷条例
緑区役所　相模湖まちづ
くりセンター

平成１７年１２月２１日
条例第１２３号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ ○ ○ ○
要
検
討

現在の小原の郷が有する展示機能の
みでは、地元住民や利用者からの
ニーズを満たしていないため、施設の
改修や運営の見直し等が必要であ
り、当該改修等に伴い条例の改正が
必要

■改正
□検討
□改正不要

令和７年相模原市条例第５９号で令和９
年１月１日をもって改正予定である。

18 相模原市火入れに関する条例
環境経済局　経済部　森
林政策課

平成１７年１２月２１日
条例第１２４号

平成18年12月25日 ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

19
相模原市立鳥居原ふれあいの館条
例

環境経済局　経済部　農
政課

平成１７年１２月２１日
条例第１２５号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

20 相模原市立環境情報センター条例
環境経済局　環境部　ゼ
ロカーボン推進課

平成１７年１２月２１日
条例第１２６号

令和3年3月25日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

21
相模原市鳥屋猟区入猟承認料徴収
条例

緑区役所　区政策課
平成１７年１２月２１日
条例第１３０号

平成27年4月27日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

22
相模原市立相模湖ふれあいパーク条
例

緑区役所　区政策課
平成１７年１２月２１日
条例第１３７号

令和6年3月21日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

23 相模原市認定外道路管理条例
都市建設局　土木部　路
政課

平成１７年１２月２１日
条例第１４５号

令和6年12月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

24
相模原市立津久井生涯学習センター
条例

教育局　生涯学習部　津
久井生涯学習センター

平成１７年１２月２１日
条例第１５８号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

25 相模原市立津久井合唱館条例
緑区役所　津久井まちづ
くりセンター

平成１７年１２月２１日
条例第１５９号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

26
相模原市立グラウンド等スポーツ施
設に関する条例

市民局　スポーツ施設課
平成１７年１２月２１日
条例第１６２号

令和5年3月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

27
相模原市立学校体育施設使用料条
例

市民局　スポーツ推進課
平成１７年１２月２１日
条例第１６３号

令和7年3月26日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

× ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ × ○ ○
要
検
討

受益と負担の適正化の観点から使用
料の徴収について検討が必要

□改正
■検討
□改正不要

学校体育施設開放事業における市域一
体的な受益者負担について検討する。

28 相模原市立尾崎咢堂記念館条例
教育局　生涯学習部　博
物館

平成１７年１２月２１日
条例第１６５号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

29
相模原市農業委員会の委員等の定
数に関する条例

農業委員会　農業委員
会事務局

平成１７年１２月２１日
条例第１７３号

令和3年12月20日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

30
相模原市証人等の実費弁償に関す
る条例

総務局　人事・給与課
平成１８年３月９日
条例第４号

令和5年1月23日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

31 相模原市国民保護協議会条例
危機管理局　危機管理
統括部

平成１８年３月９日
条例第６号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

32
相模原市国民保護対策本部及び相
模原市緊急対処事態対策本部条例

危機管理局　危機管理
統括部

平成１８年３月９日
条例第７号

無し ○ × × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

33
相模原市の基金の処分の特例に関
する条例

財政局　財政部　財政課
平成１８年３月９日
条例第９号

無し ○ × × ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

34 相模原市財産区管理会条例 緑区役所　区政策課
平成１８年３月９日
条例第１１号

平成19年3月9日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、一部改正を予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の一
部改正について検討する。

【条例】(2/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和７年４月１日)現在のもの
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条例番号

見直し結果

対応区分理由、その他意見等
最終改正日

対応内容

35 相模原市財産区運営基金条例 緑区役所　区政策課
平成１８年３月９日
条例第１２号

平成19年3月9日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、一部改正を予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の一
部改正について検討する。

36 相模原市財産区山林管理基金条例 緑区役所　区政策課
平成１８年３月９日
条例第１３号

平成19年3月9日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

37
相模原市障害支援区分判定等審査
会条例

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者支援課

平成１８年３月９日
条例第１８号

平成26年2月7日 ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

38
相模原市道志ダム関連地域環境整
備基金条例

環境経済局　経済部　森
林政策課

平成１８年３月９日
条例第１９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

39 相模原市中道志川トラスト基金条例
環境経済局　環境部　水
みどり環境課

平成１８年３月９日
条例第２０号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

40 相模原市簡易水道条例
都市建設局　土木部　津
久井土木事務所

平成１８年３月９日
条例第２５号

令和6年10月2日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

41 相模原市副市長定数条例 総務局　人事・給与課
平成１８年１２月２５日
条例第５８号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

42 相模原市行政組織条例 総務局　人事・給与課
平成１８年１２月２５日
条例第５９号

令和2年12月21日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

43
城山町及び藤野町の編入に伴う相模
原市市税条例の適用の経過措置及
び特例に関する条例

財政局　税制・債権対策
課

平成１８年１２月２５日
条例第７３号

無し ○ ○ × ○ ○ ○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

44
城山町及び藤野町の編入に伴う相模
原市国民健康保険条例の適用の経
過措置及び特例に関する条例

健康福祉局　生活福祉
部　国保年金課

平成１８年１２月２５日
条例第９７号

無し ○ ○ × ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

45 相模原市立藤野やまなみ温泉条例 緑区役所　区政策課
平成１８年１２月２５日
条例第１０１号

平成27年10月1日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

46
相模原市立藤野農村環境改善セン
ター条例

環境経済局　経済部　農
政課

平成１８年１２月２５日
条例第１０２号

平成29年10月2日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

47 相模原市川尻財産区議会設置条例
緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１８年１２月２５日
条例第１４５号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

48 相模原市中沢財産区議会設置条例
緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１８年１２月２５日
条例第１４６号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、条例を廃止予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の廃
止について検討する。

49
相模原市商店街の活性化に関する
条例

環境経済局　経済部　産
業支援・雇用対策課

平成１９年３月９日
条例第１７号

無し ○
非
該
当

× ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

50
相模原市農業集落排水処理施設条
例

都市建設局　土木部　津
久井下水道事務所

平成１９年３月９日
条例第２０号

平成21年12月22日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

51
相模原市農業集落排水処理施設使
用料徴収条例

都市建設局　土木部　下
水道料金課

平成１９年３月９日
条例第２１号

平成24年12月21日 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

52
相模原市農業集落排水事業分担金
徴収条例

都市建設局　土木部　下
水道料金課

平成１９年３月９日
条例第２２号

令和2年10月28日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

53
相模原市川尻財産区議会定例会に
関する条例

緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第２５号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

【条例】(3/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和７年４月１日)現在のもの



ア
　
事
業
実
施

イ
　
適
用
事
例

ウ
　
改
正
経
過

ア
　
効
果

イ
　
許
可
罰
則

ウ
　
対
象
範
囲

エ
　
使
用
料
等

ア
　
目
的
実
現

イ
　
費
用
対
効
果

ア
　
住
民
参
加

イ
　
意
見
反
映

ア
　
市
基
本
方
針

イ
　
重
複
・
類
似

ウ
　
社
会
状
況

エ
　
根
拠
事
務

オ
　
状
況
変
化

ア
　
引
用
法
令

イ
　
法
令
抵
触

所管部署

（4）協働
性

（２）有効性

「既存条例等の見直し」に基づく適時性の確認

（6）適法
性

適
時
性

（３）効率
性

（5）適合性

No 例規名

（１）必要性

制定年月日
条例番号

見直し結果

対応区分理由、その他意見等
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54
相模原市川尻財産区議会議員の議
員報酬及び費用弁償に関する条例

緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第２６号

令和5年3月7日 ○ ○ ○ ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

55 相模原市川尻財産区運営基金条例
緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第２７号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

56
相模原市中沢財産区議会定例会に
関する条例

緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第２９号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、条例を廃止予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の廃
止について検討する。

57
相模原市中沢財産区議会議員の議
員報酬及び費用弁償に関する条例

緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第３０号

平成27年3月11日 ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、条例を廃止予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の廃
止について検討する。

58 相模原市中沢財産区運営基金条例
緑区役所　城山まちづく
りセンター

平成１９年３月１１日
条例第３１号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ × ○ × ○ ○
要
検
討

令和８年度末の中沢財産区議会の廃
止に伴い、条例を廃止予定

□改正
■検討
□改正不要

中沢財産区議会の廃止に伴う条例の廃
止について検討する。

59 相模原市教育委員会組織条例 総務局　人事・給与課
平成２８年１０月１日
条例第５１号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

60 相模原市文化振興基金条例 市民局　文化振興課
平成２８年１２月２２日
条例第６６号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

61
相模原市立視覚障害者情報センター
条例

健康福祉局　地域包括
ケア推進部　高齢・障害
者福祉課

平成２８年１２月２２日
条例第６７号

無し ○ ○ × ○ ○
非
該
当

非
該
当

○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

62 相模原市立リサイクルスクエア条例
環境経済局　環境部　資
源循環推進課

平成２８年１２月２２日
条例第６９号

無し ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

63
相模原市教育に関する事務の職務
権限の特例に関する条例

総務局　人事・給与課
令和２年１２月２１日
条例第６４号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

64
さがみはらみんなのシビックプライド
条例

市長公室　シティプロ
モーション戦略課

令和３年３月２５日
条例第３号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

○
非
該
当

○
非
該
当

○ ○ ○ ○ 〇
非
該
当

○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

65
相模原市国民健康保険財政調整基
金条例

健康福祉局　生活福祉
部　国保年金課

令和３年３月２５日
条例第７号

無し ○ ○ × ○
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
適
切

□改正
□検討
■改正不要

【条例】(4/4) ※　最終改正日は、調査基準日(令和７年４月１日)現在のもの


